
「対応方針」策定に向けて

令和５年７月26日

青森県健康福祉部高齢福祉保険課



「対応方針」策定について
平成30年度に厚生労働省において開催した「介護現場革新会議」の基本方

針に沿って、介護サービスの質の維持・向上、介護人材の定着・確保等、地
域における介護現場の課題に即した対応方針を策定する。

「対応方針」策定について

１ 国における介護現場革新の取組
平成30年度 介護現場革新会議における基本方針のとりまとめ

生産性向上ガイドライン作成
令和元年度 自治体を単位とするパイロット事業を７自治体で実施
令和２年度 介護現場の生産性向上に関する全国セミナーの開催
令和４年度 介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージ
令和６年４月 介護保険法改正

都道府県努力義務規定の新設（生産性向上の取組促進）

２ 介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金）
実施事項（必須）
・都道府県版「介護現場革新会議」の開催（対応方針の策定）
・介護生産性向上総合センター（仮称）の設置
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介護分野における生産性向上
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介護現場における課題

3資料：厚生労働省「介護現場革新会議 基本方針」



生産性向上の目的

4資料：厚生労働省「介護サービス事業所における生産性向上に資するガイドライン」



取組成果のイメージ

5資料：厚生労働省「介護サービス事業所における生産性向上に資するガイドライン」



取組の標準的なステップ

6資料：厚生労働省「介護サービス事業所における生産性向上に資するガイドライン」



介護分野における業務改善の取組

7資料：厚生労働省「介護サービス事業所における生産性向上に資するガイドライン」



本県の現状と課題
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30年推計)」 1

青森県の現状 人口の推移（推計）①
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■2025年に老年人口（65歳以上）がピークを迎える予定
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30年推計)」」 1

青森県の現状 人口の推移（推計）②

■老年人口（65歳以上）の中でも、85歳以上の伸びが大きい
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資料：総務省統計局「令和２年国勢調査」 1

青森県の現状 人口の推移（推計）③

（参考）年代別高齢者数（実数）
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青森県の現状 介護職員需給推計

■介護職員は2025年に約2,450人不足する見込み
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資料：厚生労働省「介護人材需給推計（令和3年度公表）」
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青森県の現状 高齢単身者数

■75歳以上の高齢単身者数は増加傾向が続く見込み

13資料：2020までは総務省統計局「令和２年国勢調査」、2025以降は国立社会保障・人口問題研究所推計

（参考）対高齢者人口割合（令和２年）
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訪問看護員・介護職員の離職率

■離職率は全国平均より低い水準を維持してきた（※コロナ禍
で逆転）

14資料： （公財）介護労働安定センター「介護労働安定実態調査（青森県版）」
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介護関係の職場をやめた理由（複数回答）

■離職理由として、職場の人間関係のほか、事業所への不満・
将来設計・収入面などが挙げられる

15資料： （公財）介護労働安定センター「介護労働安定実態調査（令和3年度青森県版）」
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働く上での悩み、不安、不満等（複数回答）

■悩み等として、人手不足や待遇面、心身の負担面が挙げられ
る
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有給休暇が取りにくい

16資料： （公財）介護労働安定センター「介護労働安定実態調査（令和3年度青森県版）」



介護サービスを運営する上での問題点（複数回答）

■事業者側は人材確保・人材育成に苦慮している一方、対応
する時間的・費用的余裕が無い模様

17資料： （公財）介護労働安定センター「介護労働安定実態調査（令和3年度青森県版）」
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早期離職防止や定着促進のための方策（複数回答）

■多くの事業所が労働条件の改善に取り組んでいるが、介護ロ
ボ・ICT等導入に取り組む割合は高くない

18資料： （公財）介護労働安定センター「介護労働安定実態調査（令和3年度青森県版）」
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青森県福祉・介護人材確保定着グランドデザイン

施策の体系

20資料：青森県「青森県福祉・介護人材確保定着グランドデザイン」



20資料：厚生労働省「社会保障審議会介護保険部会 参考資料」抜粋

介護現場革新会議 基本方針



論点① 「対応方針」に盛り込む内容

・目的

・介護現場特有の生産性向上の課題

・本県介護事業所が抱える生産性向上の課題

・各事業所が取り組むべき課題

・今後２～３年の間に重点的に取り組む事項

・県・市町村・関係団体に期待される役割
21



介護現場向上総合相談センター
（仮称）

22



■ 現状

・2025年から2040年にかけて、85歳以上人口
が急増する一方、生産年齢人口が急減し、介
護人材の不足が見込まれる。

・Ｒ３介護労働実態調査
①人手が足りないと感じる介護職員は増加傾
向（青森県）
H27 52.4％ → R３ 54.4％

②ロボット・ICT導入事業所
全国10.5% 青森県9.2%

③福祉機器やロボットの導入により
従業者の不安、不満の解消に役立つ
全国6.9％ 青森県7.4%

■ 課題

・介護人材不足は介護サービスの供給を制約す
る要因となる。
・職員の負担を軽減し、介護職員が専門性を生
かしながら働き続ける環境整備作りを進め、持続
可能なサービス提供体制の確保が必要。

１ 介護現場課題解決会議の開催
介護現場の課題解決に資する県の対応方針の策定等の提示

２ 介護現場向上総合相談センター（仮称）
生産性向上に資する支援・施策を事業者への適切な支援につなぐワンストップ型の総合的支援を実施。

①介護生産性向上に係る総合窓口事業
・人材確保、生産性向上に係る各種支援事業との連携
・生産性向上支援（セミナー開催等による普及・啓発、介護現場課題解決会議のモデル事業への
伴走支援、横展開のための企画・情報発信）

②介護ロボット・ICT導入支援事業
・介護ロボット・ICT導入支援の補助申請受付等事務、セミナー開催等

現状分析と課題 事業の内容

介護生産性向上推進総合事業

介護現場向上総合相談センター
（仮称）

（介護ロボット・ICT等生産性向上に
係る総合窓口事業）

福祉人材セン
ター

シルバー人材セ
ンター

医介基金
（参入促進）

介護事業者

つ
な
ぎ
・
連
携

介護現場
課題解決
会議
（県）

厚労省
介護ロボット開発等加速化事業

ノーリフティングケア推進事業

介護ロボット・ICT導入事業

その他生産性向上に関する事業等

生産性向上に関する
総合相談

支支援の提示

情報発信

支援

方
針
の
提
示

事業イメージ
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介護現場向上総合相談センター（仮称）

支援内容

生産性向上に向けた相談支
援（ロボ・ICT含む）

アドバイザーによるモデル
事業所への伴走支援

ロボット展示、補助金
受付

普及・啓発、情報発信
（セミナー開催等）

青森県社会福祉協議会 福祉人材課

〒030-0822 青森市中央3丁目20-30(県民福祉プラザ2階) 

生産性向上にかかる総合相談窓口を青森県社会福祉協議会内
に開設予定。

所在地
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論点② 介護現場向上総合相談
センター（仮称）

・期待する役割

・介護事業所への支援方法

・より効率的な支援のため、どのよ
うな機関と連携すべきか
（福祉人材センター、シルバー人材センター等）

・名称（愛称）
25


